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2018/2　①6.00％　②7.24％　③7.73％

（月末値）
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不動産賃料
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（注）ﾑﾝﾊﾞｲ中央ﾋﾞｼﾞﾈｽ地区における平方ﾌｨｰﾄ当たり月額賃料。

グラフで見るインド経済 2018 年３月号（Ｎｏ．９９） 

２０１７年１０～１２月期の実質ＧＤＰ（国内総生産）は前年比+７．２％（前期は同+６．５％）と、５四半期ぶり

の高い伸びとなった。１０～１２月期は、個人消費が前年比+５．６％と減速したものの、総固定資本形成が同

+１２．０％と大幅に増加したことに加えて、政府支出が同+６．１％と復調したことも成長率を押し上げた。直

近の月次指標をみると、２０１８年１月のコア産業生産指数は前年比+６．７％（前月は同+４．２％）と加速し、

また２月の製造業ＰＭＩも５２．１（前月は５２．４）と７か月連続で中立水準の５０を上回っている。 

【今月のトピック：輸出にかかわる税還付の混乱が問題化】 ２０１７年７月に導入された物品サービス税（ＧＳＴ）を巡り混乱が

続いている。とりわけ輸出業者の場合、輸出品にかかわる税還付が手続き上の問題から遅延し、資金繰りに支障が生じるケ

ースも出ている。こうした状況を打開するため、税務所の事務処理の迅速化や税還付の手続きの明確化を求める声が強ま

っている。政府は、４月から新オンライン納税システムを導入することにより、混乱状態の改善を図る意向である。しかしなが

ら、現時点では詳細が公表されておらず、新システムの導入効果に対して懐疑的な意見の輸出業者が多い模様である。 

（出所）インド準備銀行、インド統計・計画実施省、ＯＥＣＤ、ＣＥＩＣ、ブルームバーグ 
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（注）各構成項目は全体の上昇率（総合）への寄与度を意味する。

グラフで見るインド経済 2018 年３月号 

（出所）インド統計・計画実施省、インド商工省・同経済諮問部・同通商情報統計局、インド自動車工業会、インド準備銀行、ＣＥＩＣ、ブルームバーグ 
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